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2430海外調査プロジェクト 

「未来の都市の交通及び安全に係る取り組みの調査研究」報告書 

●プロジェクトの趣旨

本プロジェクトは、若手研究者が、交通と安全に関する自らの興味関心に基づいて様々な国や地域を訪れ、実

際のフィールドを見て学んだり、現地の研究者や実務者と会って知見を得たり、共有したりする機会の実現を

支援するものである。著名研究者との面会、研究会合等への参加、視察（交通安全、都市、環境などに関わる

先進事例）など、自由度を持った広範囲の活動を対象とする。 

今年度も前年度を踏襲し、IATSS と関係の深い 2か国（英国、タイ）に対象国を絞り、原則として、同じ渡航

国のメンバーで渡航日程を調整の上、現地にて複数回意見交換会を開催してもらうこととした。 

●プロジェクトメンバー

プロジェクトリーダー（会員）： 中村 文彦 

アドバイザー（会員）：   北村 友人、関根 太郎、中村 彰宏 

調査メンバー（特別研究員）：    青山 恵里、石井 響弥、佐々木 啓太、須ヶ間 淳、曽 翰洋、八木 雅大 

●実施調査一覧 ＊所属は 2025 年 3月時点のものを記載 

調査テーマ 対象国 渡航（調査）

期間 

調査メンバー（氏名、所属*） 

英国における自動運転研究開発の動向調査 英国 2024/09/17～ 

2024/10/01 

石井 響弥 

東京大学大学院工学系研究科 

機械工学専攻 

イギリスにおける Micro-E-Mobility の利

用状況及び道路利用者の安全性向上、普及

に向けた課題の把握 

英国 2024/09/17～ 

2024/10/01 

佐々木 啓太 

名古屋工業大学大学院工学研究科  

博士後期課程 1 年 / ㈱ オリエンタル

コンサルタンツ 中部支社 交通政策部

ウェルビーイング向上を目的とした産官学

⺠の共創型アプローチによる

都市・交通政策の実施効果に関する調査 -

ブリストル市を対象事例として-

英国 2024/09/17～ 

2024/10/01 

曽 翰洋 

大阪大学大学院工学研究科 地球総合

工学専攻 博士後期課程 2 年 

タイにおける自動二輪車混在交通容量およ

び信号制御方法の実態調査 

タイ 2024/08/19～ 

2024/08/31 

青山 恵里 

日本大学理工学部交通システム工学科 

助教 

バンコク郊外及び地方都市における公共交

通の実態調査 

タイ 2024/08/23～ 

2024/09/06 

須ヶ間 淳 

埼玉大学大学院 環境・社会基盤部門 

助教 

画像解析に基づく道路維持・管理のための

デジタルツインの構築に向けた舗装路面の 

評価実験および社会実装の可能性調査 

タイ 2024/08/23～ 

2024/09/06 

八木 雅大 

北海道大学大学院工学研究院 

特任助教 
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英国における自動運転研究開発の動向調査 

東京大学大学院工学系研究科 機械工学専攻 石井響弥 

1. 調査背景・目的 

自動車の自動運転はドライバから運転タスクを解放するだけでなく様々な社会課題を解決できると期
待されている. 各国で研究開発が進められているが, それぞれの国の社会事情や法体制によってその推
進状況は様々である. 本調査では, 現在の英国における自動運転の研究開発の動向を調査するとともに, 
その過程で現地研究者との交流を行うことで, 将来の国際連携活動へ役立てることを目的とする.  

2. 調査の概要 

 調査期間：2024 年 9月 17 日~9 月 30日 
 調査地域・訪問先 

London 周辺 National Physical Laboratory 応対者：Fengping Li氏, Kathryn Khatry氏,  
Hsun Yang氏, Maurizio Bevilacqua 氏 

Smart Mobility Living Lab London 応対者：James Cong 氏 
University College London 応対者：Sumiya Kuroda氏 
London Transport Museum - 

Coventry 周辺 The University of Warwick 応対者：Jonathan Smith氏 
Horiba MIRA 応対者：Aaron Mandalia氏, Yutaka Shimura氏 

Leeds University of Leeds 応対者：Peter Woodthorpe 氏 
Sunderland - North East Automotive Expo 参加 
York National Railway Museum - 

3. 調査結果：英国での自動運転開発の状況 

�� ZENZIC が統括した自動運転開発 

 英国では, CAM (Connected and Autonomous Mobility)の開発と展開を可能とするために産官学を結集し
た ZENZIC という組織が, 英国内における自動運転の開発や制度作りを取りまとめていることが我が国
を含め, 他の地域で見られない特徴であると考える. 自動運転に関わる産官学のステークホルダーを統
括していることから, ZENZIC が中心となって英国における自動運転展開のロードマップの作成や法整備
の推進, 研究開発支援, テストコース等の連携等が行われ, 挙国一致の体制が組まれている.  

�� 実車の開発だけでなく周辺技術の検討・研究を進めている 

 National Physical Laboratory は英国の計量標準期間であるが, NPL の Assured Autonomy Group では自
動車の自動運転を含めた自動化技術の認証・補償について研究を行っており, その成果により自動運転の
安全性が担保される整備作りに貢献することを目指している. The University of Warwick における
Warwick Manufacturing Group, Safety Autonomy Group でも, 自動運転の標準化活動に注力しているほ
か, Drive Safe AI プロジェクトにおいて安全シナリオの開発を行なっている. さらに, PAVE UK の設立
により, 一般市民への自動運転の教育活動が行われている. University of Leeds では, Virtuocity において
歩行者とのインタラクションなど Human Factors 研究が行われている. このように, 自動運転車両の実
車の開発以外にも多面的な研究開発が行われていることが今回の調査によって学ぶことができた.  
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イギリスにおける Micro-E-Mobility の利用状況及び道路利用者の 

安全性向上，普及に向けた課題の把握 

名古屋工業大学大学院工学研究科 博士後期課程 1年          

（株）オリエンタルコンサルタンツ 中部支社 交通政策部 佐々木啓太 

 

1． 調査目的 

イギリス都市部における E-Scooter等の Micro-E-Mobilityに関する最新の動向・課題を把握し，今後，日本

ではどのように普及させていくべきかのヒントを得ることを目的とした． 

 

2． 調査概要 

2-1 調査日程及び内容 

本調査では，2024年 9月 17日～9月 30日の約 2週間で有識者へのヒアリング，道路利用者へのヒアリング

及びロンドン，ケンブリッジ，ブリストル，ポーツマスにおける現地視察を実施した． 

2-2 有識者へのヒアリング 

UCL（ロンドン大学）Civil Engineeringの Prof. Nicola Christie，UCL PEARL の Prof. Nick Tyler，UCL 

CASA：高度空間分析センターの Dr. Salah Wise及び TfL（ロンドン市交通局）の Elizabeth Garden氏等に，E-

Scooter と自転車等の他の道路利用者との共存の可能性や今後の普及に向けた課題等についてのヒアリングを行

った． 

ヒアリングの結果，他の道路利用者と共存するためには，道路利用者の行動を変えることや正しい教育を行

うことが最も重要であり，インフラ整備だけでは不十分であること，現在の自転車通行空間は E-Scooterの走

行特性と合致しておらず，幅員等が不足していることなどの課題を把握した．また，イギリスでは E-Scooter

に関する法整備が進んでおらず，安全教育が十分に実施できていないこと，行政としては今後，E-Scooterでは

なく自転車に重点を置いた政策を進める方針であることなどの今後の方向性についても把握できた． 

2-3 道路利用者へのヒアリング 

実際に E-Scooterを利用している方や歩行者等にヒアリングを行い，利用者はラストワンマイルの移動や地

下鉄の代替手段として E-Scooter を利用している傾向があることを確認した．また，利用者以外の方の多くが

利便性や経済性の観点から利用していないことを明らかにした． 

2-4 現地視察 

現地視察の結果，日本より E-Scooterが普及している一方で，明確な法整備が進んでいないことなどによ

り，放置車両や二人乗り等の違反行為が多発していることや，都市によってもレンタサイクルの普及状況や自

転車通行空間の整備状況によって，E-Scooterの利用特性が異なることを把握できた． 

 

3． 成果 

調査を通じ，E-Scooter利用者に交通ルールを順守させるためには，インフラ整備，安全教育によるルールの

定着の両面からのアプローチが必要であり，社会受容性を低下させないことも重要であることを学んだ．ま

た，E-Scooter等のモビリティを普及させるためには，既存のルールにとらわれず，限られた道路空間を最大限

に活用することも重要であることを実感した．さらに，海外の有識者や他分野の先生方，研究者の方との意見

交換を通じ，考え方の幅を広げる重要性を再認識した． 
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ウェルビーイング向上を目的とした産官学⺠の共創型アプローチによる 

都市・交通政策の実施効果に関する調査 -ブリストル市を対象事例として- 

大阪大学大学院 工学研究科 地球総合工学専攻 博士後期課程2年 曽 翰洋 

 

1. 調査目的 

本調査は，英国におけるウェルビーイング向上を目的とした都市・交通政策に関する最新の取り組みを明らか

にするため，ロンドン市街地およびブリストル市を対象事例として実施された．調査では，Low Traffic 

Neighborhoods（LTN）の導入による街路空間の利用調査とエリア間比較を行い，加えて情報技術を用いた市民共

創事例についても事例調査を行った． 

 

2. 調査概要 

調査期間は 2024 年 9月 17 日から 9月 30 日までの 2週間であり，調査地域として，ロンドン中心部（Soho），

ロンドン北東部（Hackney），およびブリストル市を選定した．各地域において，LTNの導入による街路空間の利

用実態を記録するとともに，市民や関係者へのヒアリングを通じて，政策実施の実態や課題を明らかにした．さ

らに調査の一環として，University College London（UCL）や PEARL，Alan Turing Institute を訪問し，都市・

交通政策の専門家や実務的な課題に取り組む研究者からの意見を収集した．これにより，LTN 導入の背景や市民

共創型アプローチの意義について理解を深めた． 

 

3. 調査成果 

3-1 LTN導入による街路空間の変化 

UCLのヒアリングでは，英国の交通政策において「Healthy Streets」の考えが重要であり，LTNが歩行者・自

転車の空間確保や交通静穏化に寄与すると指摘された．この知見をもとに，ロンドンとブリストルの LTN導入地

域を比較調査した． 

ロンドン市内の商業エリアである Soho では車両通行の規制により歩行者の回遊が活発になり，賑わいが生ま

れていた．一方、住宅街エリアである Hackney では LTN のカバー率が 70%と高く，交通静穏化が進む一方で，自

転車優先の設計により歩行者空間が不足していた．ブリストル市では，小学校周辺や交差点で車両規制が行われ，

自転車ネットワークの整備が進められていた．これらの結果より，LTN は都市環境の改善に貢献するものの，地

域特性に応じた設計が必要であることが判明した． 

3-2 市民共創型アプローチの必要性 

PEARL のヒアリングでは，市民の意見が政策決定に強く影響し，合意なしに施策を進めることが難しいことを

確認した．ブリストル市で行なった住民ヒアリングでは，主婦や子どもを持つ市民は交通規制に賛成する一方，

小規模事業者は経営負担の増加を懸念していた．自治体は意見集約ツールを提供しているが，利害調整の難しさ

が課題となっていた． 

これに対し，Alan Turing Instituteでは，都市交通の合意形成を支援する「A/B Street」の活用が有効であ

ることが指摘された．このツールは道路変更の影響を可視化し，市民・政策立案者が共同で議論できる環境を提

供する．直感的な操作が可能で政策決定の透明性向上にも寄与する点で有効である．これらの調査を通じて，政

策の合意形成には市民の意見を反映する仕組みが不可欠であり，デジタルツールの活用が市民参加を促進し，円

滑な合意形成につながることを学んだ． 
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タイにおける自動二輪車混在交通容量および信号制御方法の実態調査 

日本大学理工学部 助教  青山 恵里 

1. 本調査の背景と目的 

これまで日本の信号交差点における交通容量の低下について研究を行ってきた．交通容量の低下の要

因は車間時間が長くなっていることによるものだと明らかになり，それは安全志向や環境志向の高まり

によるものではないかと考えられている．タイでは，自動二輪車が多く走行していることに加え，交通集

中による渋滞が深刻であるが，二輪車から四輪車への転換が進展することにより，渋滞が深刻化するこ

とが考えられ，さらには日本と同様に安全志向や環境志向などにより車間時間が長くなるとすれば，渋

滞の深刻化はより激化するのではないかと考えた．そこで，タイにおける交通容量の実態，安全への意識

と交通容量への関心，そしてそれらのタイ国内での地域差を調査した． 

 

2. 調査概要 

調査対象地域：バンコク，コンケン，パタヤ，アユタヤ 

調査日程  ：2024 年 8月 19-31 日 

調査内容   ：①交通工学を専門とする大学の教員及び学生，交通管理者，技術者へのヒアリング （現地

交通管制センターの見学）②信号制御の実態，自動二輪車・その他自動車の走行状況のビ

デオ観測③ATRANS参加 

 

3. 得られた成果 

ヒアリングより，バンコクでは公共交通の発展により二輪車および四輪車の交通量は交通量が大きく

変わっていること，タイにおいて交通容量よりも安全性の方が問題とされており，特に信号無視や速度

違反，ヘルメットの未装着などについて関心が高いことをうかがった．現地高速道路会社でリアルタイ

ムシミュレーションを実施したいという話もあり，今後，交通容量に関するデータを取得するニーズが

高まる可能性があることがわかった． 

現地調査の中では，バンコクおよびコンケンにおいてビデオカメラを設置し，信号交差点の交通容量に

関する知見を得るために車頭時間の観測を行った．2004 年の論文で車頭時間の観測結果※が示されてい

るが，この結果と比べると車頭時間は長くなっており，タイにおいても交通容量が低下している可能性

がある．また，二輪車がいない状況での車頭時間を抽出し，日本における観測値と比較をすると日本より

も車頭時間は長い．さらには，バンコクとコンケンとで比較をするとコンケンの方が車頭時間は長い結

果となり，地域差があること可能性も明らかとなった．効率的な道路運用・交通制御を施すためには，交

通流の実態を把握する必要があり，二輪車の混在状況や交通量，地域特性などの影響を考慮してデータ

を蓄積していくことの必要性を感じた．また，日本だけではなく，タイにおいても交通容量が低下してい

ることを受け，日本だけではなく他の国，地域もあわせて交通容量の低下の要因を検討していく必要が

ある． 

また，タイの 4地域を訪問し，車両移動および徒歩移動をしたが，バンコクの交通集中による渋滞の激

しさだけでなく，共通して車両移動がメインで歩行環境の整備がされていない場所が多かったことが強

く印象に残っている．パタヤやアユタヤは観光地のため比較的に歩行環境や自転車の走行空間が整備さ

れている印象を持ったが，バンコクやコンケンでは，中心エリアや商業施設の周辺は歩行環境が整備さ

れているものの，幹線道路でも歩道がない箇所や歩道が切り下げられていない場所が多く段差が目立つ

など，車（二輪車）社会であることを強く実感した． 

ヒアリングをした研究者と安全性と交通容量の両方の観点からコンケンの交通流を分析するプロジェ

クトを進めることとなった．また，同行した若手研究者との意見交換を通じて，ソンテウやバイクタクシ

ーといったタイ独自の多様な公共交通手段の実態や鉄道の普及，タイの舗装路面の実態などの情報を得

ることができ，異なる視点でタイにおける交通流の実態の理解を深めることができた．この度は，長期間

にわたり現地で調査をするという貴重な経験をさせていただいた．本調査での経験を今後の研究に活か

していきたい． 

※吉井，塩見，北村：オートバイを含む交通流の容量解析，国際交通安全学会誌 vol.29, No.3, pp.178-187,2004年 12 月 
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バンコク郊外及び地方都市における公共交通の実態調査 
 

埼玉大学大学院 環境・社会基盤部門 助教 須ヶ間 淳 

1. 背景と目的 

タイ王国をはじめとする東南アジア諸国の都市は，その気候的条件や文化的条件，経済的条件に基づき，東

アジア諸国とも欧米諸国とも異なる発展を遂げる可能性を秘めている．現にトゥクトゥクやソンテウをはじめ

とするパラトランジット，またバイクタクシーの興隆など，東南アジア諸国の都市はユニークな特徴を有して

おり，その探求には大きな学術的意義がある．またその成果は東南アジア諸国のインフラ整備に貢献するだけ

でなく，都市の新たな可能性を拓くという意味で，人口減にあえぎ何らかの変革を要する我が国にもその有益

性を還元し得る．他方でバンコク等の大都市の中心部を除くと調査事例は少なく，地方部や大都市圏郊外にお

ける現状は未だ詳らかでない．そこで将来的には，ビッグデータ等を交えつつ，日泰（および諸外国）の公共

交通(網)や都市構造の比較，さらにそれに基づいてのそれぞれの国で採るべき施策の解明を目指したい．そし

て本調査はそれに向けた勘所の養成機会と位置づけ，具体的にはバンコク郊外部および地方都市における公共

交通 （パラトランジットやバイクタクシーを含む）や周辺土地利用に着目し，その実態を視察や試乗，また有

識者へのヒアリングに基づき把握することを本調査の目的とする．  
 

2. 調査概要 

調査対象地域：バンコク，コンケン，チェンマイ，ハジャイなど 16 都市 
調査日程  ：2024 年 8 月 23- 9 月 6 日 
調査内容  ：①各種交通施設の視察（バスターミナル，鉄道駅，空港など） 

②各種交通モードの試乗（鉄道，バス，バイクタクシー，シーローレック，渡船など） 
③各種都市施設の視察（市場，コミュニティモール，デパートなど） 
④ヒアリング（Pongprasert Pornraht 准教授，Pattamaporn Wongwiriya 助教など） 

 
3. 得られた成果 

本調査では各都市での視察や試乗を通して多くの気づきを得た．以下にその一部を示す． 
まずバンコク郊外部における路線バスでは，依然としてノンエアコンの古い車両が散見され，かつ従来の車

掌による車内改札が行われていた．ただし QR コード決済やクレジットカード決済に対応し，またアプリ 
(Google Map, Via Bus) で路線図や時刻表，車両位置を把握できるなど，随所に現代化が見られた．ただしアプ

リの情報にはしばしば誤りがあり，GTFS データ整備やアプリの情報更新に課題があると見受けられた． 
また本調査では特にバイクタクシーに着目し，タイ国内各地で計 52 回の試乗を行った．その結果，端的に

述べれば「危険な面もあるものの大変便利」という印象を得た．バイクタクシーには伝統的なものと配車アプ

リに依るものの 2 種類が在る．伝統的バイクタクシーは乗り場から乗車する．乗り場は，地方都市ではバスタ

ーミナルや病院などの拠点に，バンコクでは我が国のバス停並みの密度で在る．乗り場に赴けば概ね待ち時間

なく乗車できる．料金は乗り場に明記され，意外にも明朗である．他方で配車アプリに依るバイクタクシー

（Grab, Bolt, Maxim）は迎車制を採る．概ね 3～5 分程度でピックアップされるため待ち時間によるストレスは

小さい．料金はアプリ上で事前に分かり非常に明快である．そして両者を問わず，バイクタクシーは比較的低

廉な料金にも関わらず，渋滞や信号を巧みに回避するために所要時間が非常に短い．故に大変便利に感じられ

た．しかし危険を感じる場面も多くあった．危険度には地域性があり，地方都市は比較的安全な傾向にあった．

他方でバンコクでは，ノーヘルメットで，渋滞の車列の隙間を最高約 70km/h で駆け抜け，橋梁部では 100km/h 
に達し，赤信号は無視するか歩道走行で切り抜け，往々にして減速せずに右左折するなど，恐怖感があった．  
加えて現在のタイでは多種多様な交通モードが併存している．しかし都市内鉄道やバスは地方都市に根付か

ず，ソンテウやトゥクトゥク等のドライバーは高齢化し，配車アプリは過剰供給であることが危惧される．そ

れ故タイの公共交通の利便性は今後急激に悪化する可能性があると感じた．これは今後の重要な研究課題にな

りうると考える． 
本調査を経て，タイをフィールドとする国内外の研究者とのコネクションを得た．またタイの公共交通や都

市構造，生活スタイルに関する解像度が高まった．今後はこれらの知見を活かした研究をぜひ推進していきた

い．最後に本調査に対するご支援に心より感謝申し上げる． 
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画像解析に基づく道路維持・管理のためのデジタルツインの構築に向けた 

舗装路面の評価実験および社会実装の可能性調査 

 

北海道大学 大学院工学研究院 八木雅大          

 

１．調査背景および目的 

これまでの研究活動では，日本の舗装路面を対象として，ひび割れや凹凸などの路面の変状を効率的に

維持・管理可能とするデジタルツインの構築を進めてきた．具体的には，画像解析に基づいて，路面の変

状を検出可能なアルゴリズムを実装した小型計算機，カメラ及び GNSS 受信機から構成される車載型モ

ニタリングシステムによって，路面の変状を即時に検出し，その検出結果と位置情報をサイバー空間に

集積する．サイバー空間では，集積されたデータを地図上に可視化することで，路面状態を効率的に把握

可能とする．本調査では，このモニタリングシステムの海外展開を想定し，そのニーズや課題を把握する

ことを目的として，タイを調査対象に，ヒアリング，舗装路面の視察及びシステムの評価実験を行った．  

 

２．調査の概要 

対象地域：バンコク，コンケン，チェンマイ 

期間  ：2024 年 8 月 23 日～9 月 6 日 

内容  ：① 現地の道路維持・管理者や大学機関へのヒアリング 

      ② 舗装路面の視察・モニタリングシステムの評価実験 

③ ATRANS への参加・調査メンバーとの意見交換会 

 

３．得られた成果 

本調査のヒアリングでは，タマサート大学，道路局，首都高速道路株式会社バンコク事務所を対象に，

タイにおける舗装管理の現状，舗装路面に生じる変状の特徴，およびモニタリングシステムのニーズ等

を伺った．ヒアリングをとおして，タイの舗装路面は，日本とは異なり，コンクリート舗装が多いという

特徴があることを確認した．また，本モニタリングシステムは非常に安価であることから，ニーズは十分

に高いという意見を頂いた．加えて，安価であることから，データを時空間解像増度高く集積可能となる

ことが見込まれ，集積されたデータに基づいて将来の路面状態の遷移を予測可能な機能が実装されれば，

さらにニーズが高まるのではないかというアドバイスを頂いた． 

また，実際にモニタリングシステムを稼働させ，GNSS データの受信や小型計算機での画像解析を試行

し，問題なく動作可能であることを確認した．加えて，道路局の方々に変状の多い道路へ案内して頂き，

コンクリート舗装での変状を視察した．視察をとおして，日本とは性質が異なる変状を多数発見し，実際

に日本の路面画像で学習した画像解析 AI で分析したところ，未検出となる事例が多くみられた．これよ

り，本システムを海外展開するうえでは，変状の性質に関わらず網羅的に検出可能な方法論へと拡張す

る必要性があることを学んだ． 

本調査では，ヒアリングや道路視察だけでなく，ATRANS への参加や研究調査メンバーとの意見交換

会を実施した．これらをとおして，同世代の研究者との情報共有や研究フィールドを同じくする関係機

関とのコネクションができたことも大きな成果と言える． 



付　録　資　料



海外調査プロジェクト
英国における自動運転研究開発

の動向調査
東京大学大学院工学系研究科

機械工学専攻博士３年
石井響弥

調査行程



National Physical Laboratory y 訪問
日時：
応対者

氏 氏 氏 氏

英国の計量標準機関（日本における産総研の計量標準総合センター）

自動運転技術の認証・補償について研究を行っている





University of Leeds s 訪問
見学・ 参加

日時：
応対者： 氏

交通工学に関する を中心に研究

North East Automotive Expo o 参加
主催の業界展覧会

英国北東部の自動車セクターの経済的持続可能な成長と競争力を支援す
るために設立された自動車クラスター
日時：



まとめ
英国での自動運転開発
実車の開発だけでなくその周辺の研究・技術検討を進めている印象

での認証（ ）
研究

が統括した自動運転開発
テストフィールド等の設備を様々な団体が融通しあっている
企業目線 官目線 学目線の別々の自動運転開発ではない
非常に強い自動車産業があるわけではないからこそ可能となる

今回の調査では実証車両の見学等はできず

UCL L 黒田氏訪問



National Railway Museum m 見学
ヨークにある鉄道博物館
旧ヨーク北操車場に 年に開館
英国の鉄道に関連する車両や他のコレクションを所蔵する

年に 西より 系新幹線が寄贈されている

London Transport Museum m 見学
ロンドン にある博物館
ロンドンの交通に関する歴史を中心に使用されていた車両などを展示
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